
依存症対策における人材養成と多機関連携

～事例検討会を通して～
○平山照美、石井陽子、川添純子、杉原亜由子、平川はやみ、

原るみ子、笹井康典（大阪府こころの健康総合センター）
【はじめに】
　近年、依存症の本人や家族への支援について、その重要性が注目されてきており、精神保健福祉センターの担う役割が大きく期待されているところである。これまで様々な依存症対策に取り組んできた中で、地域で依存症の本人や家族に関わる関係職員の依存症に対する理解や対応スキル、機関同士の連携について課題と考え、平成27年度から支援に携わる幅広い機関（保健、福祉、医療、司法、教育等の）職員を対象として、人材養成及び連携強化を目的とした「事例検討会～みんなで考えよう、依存症の本人・家族への支援」を実施した。
今回、平成27年度から平成30年度に実施した事例検討会について、内容、参加者、アンケート結果等を報告するとともに、今後の課題について検討することとする。
【方法】

1)内容

　①専門機関の精神科医師、医療機関ソーシャルワーカー、回復施設職員などを講師に、依存症全般、アルコール、薬物、ギャンブル、ネット・ゲームをテーマとしたミニ講義、②事例紹介、③グループワーク「それぞれの機関でできる依存症本人・家族への支援」との構成で実施した。
2)アンケート

「非常にそう思う」「そう思う」「どちらかといえばそう思う」「どちらかといえばそう思わない」「そう思わない」「全くそう思わない」の6段階で評価し、「思う」「思わない」それぞれ3項目を合算し、事前事後で変化を評価した。逆転項目があるため、質問項目に対しポジティブ（P)、ネガティブ（N)と表記した。

【結果】

1)参加者
　平成27年度から平成30年度の4年間で、年間6回、計24回開催した。精神保健、医療、教育、児童福祉、司法等幅広い領域の機関から計456名の参加があった。
2)アンケート結果

　事前は28%～96%、事後51%～96%と参加後にポジティブな回答が増加した。「関心がある」「責務を認識している」「働きがいがある」などは、参加前から高かった。「うまく関われないと感じる」「十分な知識がある」「適切にアドバイスできる」などでポジティブな回答は増加したが、全体として半数程度にとどまった。「対応に困った時に相談できる人を見つけることができる」は事前78％事後90％に増加した。
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【考察】
1)精神保健、医療、教育、児童福祉、司法等多様な機関からの参加があり、参加者の関心や意欲が高いことがわかった。

2)依存症への理解や支援に対する姿勢については、事例検討会終了後にポジティブな回答が増加し、一定の効果がみられる。講義や参加者との意見交換の影響と思われる。
3)「依存症対応に困ったときに相談できる人」として、専門機関の講師や、これまで関わることのなかった機関や部署の職員を認識できたことが、連携に役に立つと考えられる。直接顔の見える距離感での意見交換が有用であったと考える。
4)「職務を果たす十分な知識」「適切にアドバイス」など有効な実践ができるかということに関しては、事前も評価が低く、参加後でも半数程度に留まる。実践的な対応力の向上については、具体的な事例検討の繰り返しや、現場でのスーパーバイズやコンサルテーションなどが必要と思われる。
5)地域での人材養成および連携強化のためには、幅広い知識や理解の啓発と、実践的な対応力を向上できるようなプログラム、顔の見える距離での情報共有など、様々な取り組みを複合的に実施することが有用と考える。
（※逆転項目）





（図１）





依存症の人に関心がある





依存症の人を支援する責務を認識している





依存物質や行為、依存症の影響について、適切にアドバイスできる





依存症について、自分の職務を　　　果たすのに十分な知識がある





依存症の人に対してうまく関われないと感じる（※）





依存症の人に対して役に立てないと


感じてしまう（※）





依存症の人に好感を持っている





依存症者の人のことを理解できる





依存症の人への支援に関する仕事がしたい





依存症の人に自分が支援できることはほとんどない　（※）





依存症の人に関する仕事をするときに不快な�気持ちになる（※）





依存症対応に困ったときに相談できる人を


みつけることできる





依存症の人に対する仕事は働きがいがある
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